
文部科学省における

産学官連携・知的財産関連施策について

平成２０年２月２２日（金）

文部科学省

資料9資料9

《文部科学省提出資料》



１９年度予算額 ：2,955百万円
（うち国際的な産学官連携の推進体制整備 785百万円）

１８年度予算額 ：2,585百万円

１．大学知的財産本部整備事業
１９年度予算額 ：2,955百万円

（うち国際的な産学官連携の推進体制整備 785百万円）
１８年度予算額 ：2,585百万円

１

〔機 能〕
知的財産の戦略的な創出・
管理・活用体制の整備。

〔体制整備〕

対象：大学知的財産本部整備事業４３機関
注）研究開発の管理部門又は企画部門の責任者へのアンケート調査

〔国際競争力の強化〕

「平成16年度民間企業の研究活動に関する調査報告」（H17.9文部科学省）より抜粋

副学長等

大学知的財産本部

・外部人材の積極的活用
・内部人材の教育・訓練

大
学
院
／
附
置
研
究
所

○原則機関帰属への移行の本格化を踏まえ、大学等における知的財産の創出・管理・活用の基盤整備を図るため、平成１５年度より実施（４３件）
○平成１９年度には、国際的な産学官連携の推進体制の整備に着手

○大学における知財に関する総合的な体制を構築
○知的財産ポリシーなど基本的な学内ルールの整備
○発明届出数や特許出願件数の増加
○共同研究・受託研究の件数・研究費の増加
○ライセンス件数・収入の増加
○大学発ベンチャー数の増加 等
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自主性、自立性のもと自らの判断と責任で

多様で特色ある研究活動を行うように

知的財産権に関する取り決めが明確に

なった

共同研究や委託研究を行いやすくなった

民間ニーズに沿った研究が行われるよう

になった

産学官連携に組織として対応するように

なった

産学官連携ポリシーの整備状況○企業から見た国立大学の法人化による主な変化（ベスト５）

○副学長等をトップに据えた全学的・横断的な体制の構築
○知的財産ポリシーなど基本的な学内ルールの策定
○知的財産に関する学内教職員への普及・啓発
○機関帰属・出願の決定などの審査体制の確立
○知財の管理システムの導入 等

○国際的に通用する知財人材の育成・確保
○国際法務機能の強化と紛争予防
○国際産学官連携・情報発信機能の強化
○海外特許の戦略的な取得

主な成果

主な事業内容
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注）国立大学等とは大学、高等専門学校、大学共同利用機関
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☆九州大学

○熊本大学

○ 広島大学

○ 山口大学

○ 徳島大学

☆ 京都大学

☆ 大阪大学

○ 神戸大学

☆ 奈良先端科学技術大学院大学

○ 大阪府立大学

☆ 立命館大学

○ 筑波大学

○ 群馬大学・埼玉大学

☆ 東京大学

☆ 東京医科歯科大学

☆ 東京農工大学

☆ 東京工業大学

○ 東京海洋大学

○ 電気通信大学

○ 横浜国立大学

☆ 慶応義塾大学

○ 東海大学ほか２機関

※ 東京理科大学ほか２機関

○ 日本大学

○ 明治大学

※ 早稲田大学

○ 情報・ｼｽﾃﾑ研究機構ほか3機関

※ 北海道大学

○ 岩手大学

☆ 東北大学

中国・四国 地区

近畿 地区

九州 地区

北海道・東北 地区

関東 地区

中部 地区

※ 山梨大学 (※は新潟大と共同提案) 

○ 静岡大学

☆ 名古屋大学

○ 北陸先端科学技術大学院大学

合計４３件

２．「大学知的財産本部整備事業」の実施機関 地域別分布図 （19年度）

（注）１．＿（下線）はスーパー産学官連携本部選定機関（６機関（H17～））を示す。
２．☆は国際的な産学官連携の推進体制整備選定機関（12機関（H19））を示す。

※は特色ある国際的な産学官連携の推進機能支援プログラム５件(６機関)を示す。

〈 特色ある知的財産管理・活用機能
支援プログラム対象機関 〉

※ 九州工業大学

〈 特色ある知的財産管理・活用機能
支援プログラム対象機関 〉

○ 金沢大学
※ 新潟大学 ほか４機関(※は新潟大のみ)

○ 信州大学
○ 岐阜大学
○ 名古屋工業大学
○ 豊橋技術科学大学

〈 特色ある知的財産管理・活用機能
支援プログラム対象機関 〉

○首都大学東京

〈 特色ある知的財産管理・活用機能
支援プログラム対象機関 〉

○ 岡山大学

２



３．大学とＴＬＯの一本化や連携強化

３

①法人内部にＴＬＯを設立 ③法人がＴＬＯに出資②法人に業務移管（内部化）

大学

ＴＬＯ

群馬大学と奈良先端科学技術群馬大学と奈良先端科学技術
大学院大学が佐賀大学、千葉大学院大学が佐賀大学、千葉
大学、富山大学に続き、国立大学、富山大学に続き、国立
大学として４、５機関目の内大学として４、５機関目の内
部型ＴＬＯを設立部型ＴＬＯを設立
（平成１９年１２月）（平成１９年１２月）

ＴＬＯ

東京工業大学において、外部東京工業大学において、外部
ＴＬＯであるＴＬＯである((財財))理工学振興会理工学振興会

からの業務移管からの業務移管
（平成１９年４月）（平成１９年４月）

ＴＬＯ

国立大学法人法に基づき、国立大学法人法に基づき、
新潟大学が㈱新潟新潟大学が㈱新潟ティーエティーエ
ルオールオー に（平成１８年６に（平成１８年６
月）月）、東京大学が㈱東京大、東京大学が㈱東京大
学ＴＬＯに出資（平成１９学ＴＬＯに出資（平成１９
年２月）年２月）

出資内部化

○大学知的財産本部・ＴＬＯの一本化や連携強化を進める

大学知的財産本部とＴＬＯについては、その関係の多様性に配慮し、２００７年度から、既存の組織にとらわれることなく、連携

強化や一体化を促進する等、産学官連携機能や技術移転機能が最適に発揮できるよう、個々の事情に応じ体制の再構築を促
進する。

知的財産推進計画2007（平成１９年５月３１日知的財産戦略本部決定）

一本化や連携強化の最近の動き一本化や連携強化の最近の動き

大学

ＴＬＯ

大学

（内部型） （一本化） （連携強化）



共同研究件数 受託研究件数 特許実施件数特許出願件数

59 58 185
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2,872

0

1,000

2,000

3,000
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H15→H18 約１５．５倍

大学等の特許実施件数

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

国立大学等 79 223 932 2,026

公立大学等 0 7 34 37

私立大学等 106 247 317 809

総　　計 185 477 1,283 2,872

４．大学等における共同研究実施件数等の推移
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国内出願件数

H15→H18 約３．７倍

大学等の特許出願件数

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

国立大学等 1,344 4,152 6,255 7,003

公立大学等 67 122 285 369

私立大学等 1,051 1,720 1,987 1,718

総　　計 2,462 5,994 8,527 9,090
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H15→H18 約１．６倍

大学等の共同研究件数

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

国立大学等 8,023 9,378 11,362 12,405

公立大学等 382 412 493 697

私立大学等 850 938 1,165 1,655

総　　計 9,255 10,728 13,020 14,757

※大学等・・・大学共同利用機関、短期大学、高等専門学校を含む。
※Ｈ１３、Ｈ１４は国立大学等のみ、Ｈ１５以降は国公私立大学等を対象

※特許実施件数は特許権（受ける権利を含む）のみを対象とし、実施許諾及び譲渡件数を計上

H15→H18 約１．３倍

大学等の受託研究件数

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

国立大学等 6,986 7,827 9,008 10,082

公立大学等 1,029 1,169 1,156 1,187

私立大学等 5,771 6,240 6,796 6,776

総　　計 13,786 15,236 16,960 18,045
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○大学における特許関連経費（特許出願・体制整備等）は増加傾向（平成１５年度の約１．７倍）。
○自己財源の割合も５割を超えるなど着実に増加。
○依然として「大学知的財産本部整備事業」による財源が約４割を占める状況。

※「大学知的財産本部整備事業」実施機関（４３件）を対象

【特許関連経費の推移】
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1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

「大学知的財産本部整備事業」委託費

間接経費

実施料収入

運営費交付金

その他

2,242 (46%)

2,402 (39%)

1,419(37%)

123(3%)

1,671 (34%)

986 (16%)

169 (3%)

2,097 (34%)

521 (8%)

76 (2%)

189  (4%)

141 (3%)
620 (13%)

111 (3%)

6,175

42%

50%

53%

6,814

2,416 (36%)

1,376 (20%)

166 (2%)

2,288 (34%)

56%

569 (8%)

2,127 (55%) 

約１４，５００万円17年度

約１１，０００万円16年度

約 ９，０００万円15年度

１機関当たりの規模

（参考）１機関当たりの規模の推移

4,865

3,857

18年度 約１５，８００万円

注）百万円単位で四捨五入しているため、合計は一致しない。

（単位：百万円）

５．大学における特許関連経費（特許出願・体制整備等）の推移について（財源措置）

５



637百万円
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実施料収入（名古屋大学を除く） 実施料収入（名古屋大学） （参考） Ｍ.Ｉ.Ｔの特許実施料収入（収入）
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※出典： M.I.T  Technology  Licensing Office
Office  Statistics  :  FY2006  

※ 日本円は1$ = 121 円で換算
（平成19年5月30日時点）

(3,751百万円)
(4,283百万円)

(5,118百万円)801百万円

639百万円

543百万円543百万円

252百万円

６．大学等における特許実施料収入の推移

※ １４年度は国立大学のみ、１５年度以降は国公私立大学等を対象

※ 特許権（受ける権利を含む）のみを対象とし、実施許諾及び譲渡による収入を計上

機関数
平成15年度 32
平成16年度 47
平成17年度 83
平成18年度 98

特許実施料収入をあげている機関数推移
（国公私立大学等）
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７．文部科学省が実施する産学官連携・知的財産関連施策の成果

○各グラフは、当該年度の大学等における各指標の実績値に対する、文部科学省が実施する４事業の実績値の割合を百分率で示している。

○文部科学省が実施する４事業とは、産学官連携活動高度化促進事業、産学共同シーズイノベーション化事業、独創的シーズ展開事業、技術
移転支援センター事業であり、各グラフの割合はこれら４事業の合計である。 ７



８．平成１９年度に実施している調査研究

○産学官連携の実施状況の分析について○産学官連携の実施状況の分析について （東京大学）（東京大学）

○リサーチツール特許使用の円滑化について○リサーチツール特許使用の円滑化について （奈良先端大）（奈良先端大）

リサーチツール特許使用円滑化のための適切な契約条件（知財の取り扱い、対価等）や契約書のモデル例に関する調査
研究を行う。（「ライフサイエンス分野におけるリサーチツール特許の使用の円滑化に関する指針」参照。）

○研究成果有体物の管理、契約、手続き等に関する調査研究○研究成果有体物の管理、契約、手続き等に関する調査研究 （九州大学）（九州大学）

○ソフトウェア等の著作権の管理・活用について○ソフトウェア等の著作権の管理・活用について （東京大学）（東京大学）

大学等におけるソフトウェア等の著作権の取り扱いに関し、ルール整備や管理の状況、及び課題について把握するととも
に、活用の事例や諸外国の取組状況についても調査を行う。

○ポスドクや学生（留学生を含む）の発明の権利の帰属や、外為法の対応を含む秘密保持の取○ポスドクや学生（留学生を含む）の発明の権利の帰属や、外為法の対応を含む秘密保持の取
りり扱いについて扱いについて （東北大学）（東北大学）

各大学におけるポスドクや学生（留学生を含む。）の発明の権利の帰属や秘密保持の適切な取り扱いについて事例を把
握するほか、外為法への適切な対応方法について調査研究を行う。（「知的財産推進計画2006」参照）

○産学官連携におけるＬＬＰ、ＬＬＣの活用方策について○産学官連携におけるＬＬＰ、ＬＬＣの活用方策について （神戸大学）（神戸大学）

産学官連携においてＬＬＰ、ＬＬＣのメリット・デメリットについて調査研究を行った上で、例えば、大学と企業が複数年の大
型の共同研究を行うにあたってＬＬＰを活用するなど、ＬＬＰ、ＬＬＣの活用事例の調査・検討を行う。

８




